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広島県水道企業団設立に向けた検討状況について 

 

１ 要旨・目的 

水道事業の統合について，令和３年４月に設置した「広島県水道企業団設立準備協議会」（以下

「協議会」という。）における検討状況を報告する。 

２ 現状・背景 

○ 令和３年４月，15市町※と県（以下「構成団体」という。）は，「広島県における水道事業の統

合に関する基本協定」を締結し，協議会（会長：知事 事務局：県企業局）において，令和５年

度の水道事業の統合に向け，検討・準備を進めている。 

○ 協議会では，統合の受皿組織となる企業団について，10 年間の事業計画や地方自治法に基づ

く企業団規約案を策定することとしており，令和４年２月に素案を取りまとめ，公表した。 

 

 

３ 検討内容 

○ 事業計画素案の公表後，企業団の「組織・職員体制」について，事務局案をとりまとめた。 

※ 不参画となる安芸太田町を除く。 

○ 事業計画素案から追記，修正した主な内容は，次のとおりである。 

項目 主な内容 

企業団議会 ○ 議員定数及び選任方法を追記 

 ・議員定数：19人 

 （給水人口 10万人未満の市町：１人 10万人以上の市町：２人 県：３人） 

 ・議員は，構成団体の議会が，構成団体の議員又は首長から選任 

事務局 ○ 事務局本部を県庁舎内に置くことを追記 

職員数 ○ 事業開始時（Ｒ５年度）の職員定数の修正：370 人（素案：350人程度） 

○ 事業開始時の事務局（本部・15 事務所）職員の配置予定人数を追記：327 人

（現在の常勤職員数と同程度） 

区分 
事務局の配置予定人数 現在の 

常勤 

職員数 
差引 備考 

計 本部 事務所 

管 理 職 34 10 24 41 ▲７ 組織体制の見直しによる減 

一 般 職 293 70 223 282 11  

 
工務以外 204 56 148 208 ▲４ 事務の本部集約化による減 

工務 89 14 75 74 15 工事量の増加に伴う増 

合計 327 80 247 323  ４  
 

人材確保・ 

育成 

○ 人材確保・育成の考え方を追記 

・ 職員は，短期的には構成団体の派遣で対応し，中・長期的（令和８年度以

降）には，構成団体の派遣と企業団の職員採用を適切に組み合わせて確保 

・ 職員を計画的に確保・育成するため，令和５年度に人材育成方針を策定 

※竹原市，三原市，府中市，三次市，庄原市，東広島市，廿日市市，安芸高田市，江田島市， 

 熊野町，安芸太田町，北広島町，大崎上島町，世羅町，神石高原町 

令和４年６月９日 
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４ スケジュール 

 引き続き協議会において，企業団の組織・職員体制や工業用水道事業の取組，収支シミュレーシ

ョンなどについて検討を進め，令和４年７月の事業計画及び企業団規約（案）の策定に向け，取り

組んでいく。 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

全 体 

  

 

 

協 議 会 

 

 

  

 

５ 予算 

２５４,０１７千円（協議会の運営，企業団設立及び事業開始に向けた手続・準備） 

 

６ その他（関連情報等） 

 協議会の開催状況や水道事業の広域連携の取組については，県ホームページに順次，掲載 

 （https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/253/）
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令和４年６月 広島県水道企業団設立準備協議会事務局 

 

企業団の組織・職員体制について（案） 

 

１ 基本的な考え方 

○ 企業団は，統合効果を最大限に活かしながら，経営環境や社会環境の変化に柔軟かつ的確

に対応し，将来にわたって持続可能な水道サービスの提供が可能となるよう次の考え方に基

づき組織体制を構築する。 

・  簡素で効率的な組織 

・  迅速な意思決定が可能な組織 

・  住民や構成団体から信頼されるガバナンス体制の確保 

○ 事業開始時（令和５年４月）は，構成団体から円滑に業務を移行させるとともに，国交付

金を活用した施設の再編整備などの事業を適切に行うため，業務量に応じた職員数を確保す

る。 

 

２ 経営形態 

  広域連合企業団 

※ 地方自治法第 284 条及び地方公営企業法第 39 条の２に基づき，地方公営企業の経営に

関する事務を広域的に処理するため設置する特別地方公共団体 

 

３ 名称 

広島県水道広域連合企業団 

 

４ 組織機構 

⑴ 概要 

○ 地方自治法の規定に基づき，企業団に次の機関を置く。 

・ 意思決定機関として企業団議会を置き，議員定数を 19 人とする。 

・ 企業団の管理者として企業長を置く。 

・ 企業団の財務や事務を監査するため，監査委員を２人置く。また，企業団議会議員や企

業長の解職，条例の制定・改廃などの直接請求に関する事務を行うため，選挙管理委員

会を置き，委員定数を４人とする。 

○ 企業長の補助機関として，副企業長を１人と事務局を置く。 

○ 事務局は，本部と地方機関としての事務所を設置する。事業開始時の事務所は 15事務所と

し，現在の 14市町の水道部局と県広島水道事務所を移行する。県水質管理センターは，本部

に位置付ける。 

○ その他，水道事業審議会，情報公開・個人情報保護審査会などの附属機関や，構成団体の

長で構成する市町長会議を設置する。 

 

 

 

別 紙 
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＜組織機構（イメージ）＞ 

 

⑵ 企業団議会 
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企業団議会（19人）

監査委員（２人） 副企業長（１人）

企業長（１人）

選挙管理委員会（４人） 事務局本部

市町長会議
（構成団体の長）

附属機関
※ 水道事業審議会等

項目 内容 

定数 ・19 人  

※議員は，給水人口 10万人未満の市町からは１人，給水人口 10万人以上の市町

からは２人，県からは３人選任する。 

区分 選任数 備考 

給水人口 10万人 

未満の市町 

１人 竹原市，三原市，府中市，三次市，庄原市， 

安芸高田市，江田島市，熊野町，北広島町， 

大崎上島町，世羅町，神石高原町 

給水人口 10万人 

以上の市町 

２人 東広島市，廿日市市 

県 ３人 県 
 

選任方法 ・構成団体ごとに定める定数に基づき，構成団体の議会がその議員又は長のうちか

ら，議員による選挙により選任 

・議長，副議長は，企業団議会で選出 

身分 ・特別職（非常勤） 

任期 ・構成団体の議員又は長としての任期 

議員報酬 ・議会に出席又は公務に従事した日数に応じて支給 

・支給額は，県，県内市町及び類似団体の議員報酬額を参考に設定 

費用弁償 ・県議会議員の例に準じ，旅費を支給 

開催回数 ・定例会２回（10・１月，各１日程度） 

 ※緊急な事案が生じた場合には，臨時会を開催 

主な議決 

事項 

・条例の制定，改廃  

・予算の議決  

・決算の認定 

・副企業長，監査委員の選任同意 

・選挙管理委員の選挙 

事務局 ・本部職員が兼務 

その他 ・企業団設立後，各構成団体は，令和４年 12月定例会で議員を選出 

・議長が選出されるまでは，最年長の議員が臨時にその職務を実施 
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⑶ 執行機関 

ア 企業長 

 

イ 副企業長 

  

項目 内容 

選任方法 ・構成団体の長が，構成団体の長のうちから選挙で選任 

身分 ・特別職（非常勤） 

任期 ・構成団体の長の任期 

報酬 ・企業長は，水道事業運営の責任者として，事故発生時など常勤的な活動が求めら

れることから，月額で支給 

・支給額は，県，県内市町及び類似団体の報酬額を参考に設定 

費用弁償 ・県の特別職（知事・副知事）の例に準じ，旅費を支給 

その他 ・企業長は，企業団設立時に，別に定める選挙要領に基づき選任 

項目 内容 

定数 ・１人 

選任方法 ・企業長が，企業団議会の同意を得て選任 

身分 ・特別職  ※調整中 

任期 ・４年    ※調整中 

報酬又は 

給料 

・勤務形態に応じて，報酬又は給料で支給 

・支給額は，県，県内市町及び類似団体の額を参考に設定 

費用弁償 ・県の特別職（知事・副知事）の例に準じ，旅費を支給 
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ウ 監査委員 

  

項目 内容 

事務 ・企業団の財務や事務の執行を監査  

定数 ・２人 

選任方法 ・企業長が，企業団議会の同意を得て，識見者（公認会計士や水道事業経営の経験

を有する者など）から選任 

・代表監査委員は，委員の互選により選任 

身分 ・特別職（非常勤） 

任期 ・４年 

報酬 ・公務に従事した日数に応じて支給 

・支給額は，県，県内市町及び類似団体の監査委員報酬額を参考に設定 

費用弁償 ・県監査委員の例に準じ，旅費を支給 

監査内容 ・県の例に準じ，次のとおり実施 

区分 実施回数 備考 

定期監査 

（財務監査） 

本 部：１回/年 

事務所：１回/３～５年 

・監査委員事務局職員による実地

調査の後，監査委員による委員監

査を実施 

決算審査 

（健全化判断 

比率含む） 

本 部：１回/年 ・原則，事務局職員が実施し，監査

委員に結果報告 

・監査対象機関は本部と全事務所 

例月出納検査 本 部：12回/年 

 （毎月実施）  

※行政監査などの上記以外の監査は，必要に応じて実施 

※監査業務の一部（事前準備・実地調査・調査結果のまとめ等）を委託 

開催回数 ・年 12回（月１回）開催 

事務局 ・本部職員が兼務 

その他 ・令和５年１月開催予定の企業団議会で同意を得て，監査委員を選任 

・監査委員選任後，初めて開催する監査委員会議で代表監査委員を選任 
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エ 選挙管理委員会 

 

オ 附属機関 

 (ｱ) 水道事業審議会 

  

項目 内容 

事務 ・企業団議会議員や企業長の解職，条例の制定・改廃などの直接請求に関する事務 

定数 ・委員４人，補充員４人 

選任方法 ・構成団体の選挙権を有する者のうちから，企業団議会において選挙により選任 

・委員長は，委員の互選により選任 

身分 ・特別職（非常勤） 

任期 ・４年  

報酬 ・公務に従事した日数に応じて支給 

・支給額は，県，県内市町及び類似団体の選挙管理委員報酬額を参考に設定 

費用弁償 ・県選挙管理委員の例に準じ，旅費を支給 

開催回数 ・年１回（６月頃） 

※企業長や企業団議会議員の解職，条例の制定・改廃などの直接請求があった  

場合は，その都度開催 

事務局 ・本部職員が兼務 

その他 ・令和５年１月開催予定の企業団議会での選挙により，委員及び補充員を選任 

・選挙管理委員選任後，初めて開催する選挙管理委員会会議で委員長を選任 

項目 内容 

事務 ・各水道事業の経営状況を踏まえた上で，料金改定に関する事項を審議 

選任方法 ・企業長が，次の者を委嘱 

  学識経験者委員  ２人 

  水道使用者委員  市町ごとに 10人以内 

・会長は，委員の互選により選任 

身分 ・特別職（非常勤） 

任期 ・委員委嘱時から審議終了時まで 

報酬 ・勤務日数に応じて支給 

・支給額は，県の例に準じ支給 

費用弁償 ・県の附属機関委員の例に準じ，旅費を支給 

開催回数 ・審議会は，審議を行う必要が生じた場合に，審議対象となる市町ごとに，学識経

験者委員と当該市町の水道使用者委員が構成員となって，必要な回数を開催 

事務局 ・本部職員が担当 
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 (ｲ) 情報公開・個人情報保護審査会 

 

 (ｳ) その他 

○ 行政不服審査法に基づく行政不服審査会の事務は，県に委託する。 

○ 指定管理者の指定や業務委託の公募にあたり，最優秀提案者を選定するため，プロポー

ザル選定委員会を設置する。 

○ 今後，企業団で常勤職員を採用する時期に合わせ，退職手当の支給制限等の処分につい

て調査審議を行う退職手当審査会を設置する。 

 

⑷ 市町長会議 

 構成団体の長で構成する市町長会議を設置し（設置要綱制定），企業団の事業運営につい

て，企業長と構成団体の長との間で，協議・調整を行う。 

 

  

項目 内容 

事務 ・開示請求の決定に対する不服申立に対し，企業長の諮問に応じ，決定内容などを

審査 

定数 ・３人 

選任方法 ・委員は，学識経験を有する者のうちから，企業長が委嘱 

  大学教授等 ２人 

  弁護士   １人 

身分 ・特別職（非常勤） 

任期 ・２年 

報酬 ・勤務日数に応じて支給 

・支給額は，県の例に準じ支給 

費用弁償 ・県の附属機関委員の例に準じ，旅費を支給 

開催回数 ・年１回（６月頃） 

 ※企業長から諮問があった場合は，その都度開催 

事務局 ・本部職員が担当 
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５ 事務局 

⑴  本部と事務所の事務分担 

  本部と事務所の事務分担を，次のとおりとする。 

事務 本部 事務所 

総務・財務 ・人事給与，組織 

・旅費事務，福利厚生，安全衛生等 

 （事務所対応分を除く） 

・例規，争訟 

・議会・監査・附属機関対応，各種団

体との調整 

・危機管理 

・広報広聴 

・システム企画，運用保守 

・その他企業団の庶務業務（事務所対

応分を除く） 

・経営計画の策定，業務統計 

・水道料金の改定 

・予算・決算，会計・経理，資金管理 

・本部内の予算執行，支払事務 

・本部内の財産管理 

・事務所職員の勤怠，旅費事務，福利厚生，

安全衛生等 

・事務所内の文書管理 

・その他事務所内の庶務業務（物品調達，

庁舎管理，公用車管理等） 

・事務所内の予算執行，支払事務 

・事務所内の財産管理 

・事務所所在市町との調整 

営業 ・営業業務の総括（基準，マニュアル

の策定等） 

・滞納整理（不納欠損，訴訟事務） 

・窓口業務 

・検針，調定，収納 

・営業系システムの運用保守 

・滞納整理（本部対応分を除く） 

給水装置 ・給水装置業務の総括（基準，マニュ

アルの策定等） 

・指定給水装置工事事業者の指定・更

新，指導監督等 

・給水装置工事の受付，審査，検査 

・給水装置系システムの運用保守 

・指定給水装置工事事業者の指定・更新 

等に係る申請受付 

運転監視・ 

保全 

・運転監視・保全業務の総括（基準，

マニュアルの策定，修繕計画の策定

等） 

・浄水場等の運転監視 

・浄水場，管路等の点検，修繕，事故対応 

・運転監視・保全系システムの運用保守 

水質管理 ・水質管理の総括（水質検査計画, 

 水安全計画の策定等） 

・水質検査の業務委託 

・水質に関する調査研究 

・水処理，送配水工程における水質管理 

・毎日検査の実施 

・水質事故への対応 

・水質に関する住民対応 

工務 ・工務業務の総括（基準，マニュアル

等，施設整備・更新計画の策定等） 

・国交付金申請・事業認可・水利権更

新の手続 

・工事の設計，発注，監督，検査（国

交付金を活用した施設の再編整備

に係る工事，事務所バックアップ） 

・本部工務系システムの運用保守 

・工事の設計，発注，監督，検査（本部 

 で実施する工事以外の工事） 

・事務所内の工務系システムの運用保守 
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⑵ 組織機構 

事務局の組織機構は，次のとおりとする。 

 【本部】 

○ 本部に事務局の事務を統括するため，事務局長を置く。 

○ 事務局長の下に，総務，会計などの担当する部門ごとに「課」を置く。 

○ 本部に，水道法第 19 条に基づき設置が義務付けられている，水道の管理について技術上

の業務を担当する水道技術管理者を１人置く。また，水道技術管理者の事務を補助するた

め，本部の関係課のほか，事務所ごとに水道技術管理補助者を１人置く。 

＜本部の組織イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【事務所】 

○ 各事務所に事務所の事務を統括するため，所長を置く。 

○ 三原事務所，東広島事務所，廿日市事務所，広島水道事務所の４事務所は，事業規模が

大きいことから，所長の下に，「課・係」を置く。また，広島水道事務所に課相当の事業所

を設置する。 

○ その他の 11事務所は，所長の下に「係」を置く。 

＜事務所の組織イメージ＞ 

    ・三原事務所，東広島事務所，廿日市事務所，広島水道事務所 

 

 

 ・その他 11事務所 

 

 

 

 

 

 

  

 ・総務部門   （人事管理，組織運営，職員派遣調整 等） 

・会計部門   （企業団全体の経理，資金運用管理 等） 

・企画部門  （基本理念，事業計画ＰＤＣＡ，財政運営 等） 

・水道部門    （業務運営，料金改定 等） 

・技術部門    （技術管理，デジタル化，入札契約制度 等） 

・工務部門   （広域化工事執行，事務所執行工事の支援 等） 

・水質管理部門（水質検査計画，水源保全・水質調査 等） 

事務局長 課 

所長 係 課 

係 所長 
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⑶ 職員数 

○ 事業開始時の事務局職員の配置予定人数は，施設の再編整備などにより工事量は増加す

るものの，組織体制の見直しによる効率化や事務の本部集約化による業務量の減などによ

り，現在の各構成団体の常勤職員数である 323人と同程度の 327 人とする。このうち，本

部と事務所の事務分担に基づき，本部に 80人，事務所に 247 人を配置する。 

  なお，職員数の上限を定める条例上の職員定数については，10年間の工事量や災害等の

危機事案への対応を考慮し，370 人とする。 

○ 事業開始から当分の間，職員は，地方自治法第 252 条の 17 に基づき，各構成団体からの

派遣で対応する。職員の派遣に当たっては，原則，次の考え方により派遣する。 

・ 本部へは，主に県職員を派遣することとし，市町からは，本部に集約化する業務の業

務量に応じて，職員を派遣する。 

・ 事務所（広島水道事務所を除く。）へは，当該事務所が所在する市町職員を派遣し，

広島水道事務所へは，県職員を派遣する。  

○ 職員定数や職員配置は，令和６年度以降，毎年度，本部と事務所の業務量を精査し，構

成団体の意見を聞きながら見直していく。 

○ 将来にわたり水道事業を継続するためには，人材の安定的な確保や計画的な育成が不可

欠である。職員は，短期的には，構成団体からの派遣で対応するが，中・長期的（令和８

年度以降）には，構成団体からの派遣と企業団による職員採用を適切に組み合わせ，確保

する。また，１人ひとりの職員が技術力を維持・向上できるよう，令和５年度に人材育成

方針を策定し，計画的に人材を育成する。 

 

＜事務局職員の配置予定人数（事業開始時）＞ 

区分 
配置予定人数 現在の 

常勤 

職員数 

差引 備考 
計 本部 事務所 

管 理 職 34 10 24 41 ▲７ 
・組織体制の見直しに 

 よる減 

一 般 職 293 70 223 282 11 
 

 

 

工務以外 204 56 148 208 ▲４ 
・事務の本部集約化に 

 よる減 

工  務 89 14 75 74 15 
・工事量の増加に伴う 

 増 

合計 327 80 247 323  ４ 
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 ＜本部・事務所ごとの職員の配置予定人数（事業開始時）＞ 

 

（単位：人） （単位：人）

9 44 2 55 10 56 14 80

+1 +12 +12 +25

3 33 20 56 3 33 20 56

2 7 2 11 1 6 2 9

▲ 1 ▲ 1 ▲ 2

3 26 9 38 3 22 9 34

▲ 4 ▲ 4

2 11 2 15 1 10 2 13

▲ 1 ▲ 1 ▲ 2

2 5 4 11 1 4 4 9

▲ 1 ▲ 1 ▲ 2

2 9 3 14 1 8 3 12

▲ 1 ▲ 1 ▲ 2

4 25 11 40 4 24 15 43

▲ 1 +4 +3

4 14 8 26 3 14 7 24

▲ 1 ▲ 1 ▲ 2

2 5 2 9 1 4 2 7

▲ 1 ▲ 1 ▲ 2

2 8 4 14 1 7 4 12

▲ 1 ▲ 1 ▲ 2

2 5 2 9 1 4 2 7

▲ 1 ▲ 1 ▲ 2

1 4 1 6 1 2 1 4

▲ 2 ▲ 2

1 1 1 3 1 1 1 3

1 9 1 11 1 7 1 9

▲ 2 ▲ 2

1 2 2 5 1 2 2 5

41 208 74 323 34 204 89 327

▲ 7 ▲ 4 +15 +4
合計 合計

 大崎上島町  大崎上島事務所

 世羅町  世羅事務所

 神石高原町  神石高原事務所

 熊野町  熊野事務所

 北広島町  北広島事務所

 廿日市市　  廿日市事務所

 安芸高田市  安芸高田事務所

 江田島市  江田島事務所

 三次市  三次事務所

 庄原市  庄原事務所　 

 東広島市  東広島事務所

 竹原市  竹原事務所

 三原市  三原事務所

 府中市  府中事務所

工務
以外

工務
工務
以外

工務

県
企
業
局

本庁
水質管理センター

本部

広島水道事務所  広島水道事務所　

Ｒ４年度　（現行） Ｒ５年度　（事業開始時）　　　

構成団体 管理職

一般職員

計 本部・事務所 管理職

一般職員

計



13 

 

⑷ 事務所の所在地 

本部・事務所 所在地 

本部 広島市中区基町 10-52（広島県庁内） 

竹原事務所 竹原市中央４丁目８-17 

三原事務所 三原市西野５丁目 14-１（西野浄水場内） 

府中事務所 府中市用土町 440-１（城山浄水場内） 

三次事務所 三次市三次町 501（寺戸浄水場内） 

庄原事務所 庄原市中本町１丁目 10-１（庄原市役所内） 

東広島事務所 東広島市西条中央２丁目５-18 

廿日市事務所 廿日市市串戸５丁目 10-15 

安芸高田事務所 安芸高田市吉田町吉田 791（安芸高田市役所内） 

江田島事務所 江田島市江田島中央１丁目１-１（江田島市民センター内） 

熊野事務所 安芸郡熊野町中溝１丁目１－１（熊野町役場内） 

北広島事務所 山県郡北広島町有田 1234（北広島町役場内） 

大崎上島事務所 豊田郡大崎上島町中野 2067-１（大崎上島町役場大崎支所内） 

世羅事務所 世羅郡世羅町大字東神崎 351（さかえ浄水場内） 

神石高原事務所 神石郡神石高原町小畠 1701（神石高原町役場内） 

広島水道事務所 広島市安芸区畑賀町 2970（瀬野川浄水場内） 

 

 


